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1１． 本論文の主旨
本論文は、日本の PSI(Proliferation Security Initiative：拡散に対する安全保障構想)
への参加をめぐる政策過程を、史的アプローチに基づいて解明した実証研究である。
また、PSI活動の実態を解明し、日本の安全保障政策の系譜におけるその位置づけを
分析するとともに、その政策的な意義と可能性について考察した。
本論文の検証により、PSI 参加の「決定期」にあっては「官邸主導」が認められ、
また、多国間交渉による PSI の「形成期」では「外務省優位」が確認された。一方、
PSIに自衛隊の「軍事力（防衛力）」を使用する道が開かれた「発展期」においては、
他国軍との「軍・軍関係」に依拠する自衛隊（制服組）の強い発言力が観測された。
また、「法執行の取組」として「武器の使用」しか想定されないはずの PSI は、
その曖昧性と両義性ゆえに「武力の行使」に至る余地を残している。これにより、自
衛隊には領域外で「武力の行使」をする可能性のある任務が加わっており、それは多
国間共同訓練などを通じて、多国間枠組による「武力の行使」という政策上の選択肢
を増やしつつある。
２． 本論文の構成と概要
序章
第 1章 法的整合性に基づく解釈軸の提示
1．「武力の行使」と「武器の使用」同盟深化アプローチ
2. 国際貢献アプローチ
3. 小括
第 2章 参加過程：PSIへの参加決定
1. PSI構想への参加決定
2. 参加の決定主体
3. 小括
第 3章 形成過程：多国間交渉による PSIの形成
1. 外務省による検討
2. 防衛庁の懸念
3. 外務省による「基本的立場」と「対処方針」の策定
4. スペイン会合と PSIの形成
5. 小括
第 4章 発展過程：「法執行」としての「軍事力」使用
1. ブリスベン会合とオペレーション作業部会
2. PSI合同阻止訓練への参加をめぐって
3. パリ会合と「SIP(行動阻止宣言)」
4. 小括
第 5章 PSIがもたらしたもの
1. PSI海上阻止活動
2. 情報提供活動について
3. 多国間共同訓練の位相
24. 小括
結論
1. 政策過程における法的整合性、継続性、安定性
2. 政策過程の段階、課題及びアクター
3. PSIと多国間安全保障協力
4. 同時代史としての一考察
概要
序章においては、本論文の問題意識と目的を提示し、先行研究との比較におけるオ
リジナリティと学問的な意義について論じられている。PSIにおいて、自衛隊はこれ
までなかった任務が加わっているが、PSI 参加をめぐる政策過程は知られておらず、
PSI活動の実態についての分析もほとんどない。本論文の目的は日本の PSI参加の経
緯とともに、日本による PSI活動の実態を解明し、日本の安全保障政策における位置
づけを探ることにある。また、PSIがもたらした政策的な意義及び可能性についての
考察もまた、本論文の狙いとされる。
第 1章では、日本の安全保障政策の解釈軸として、「同盟深化アプローチ」と「国
際貢献アプローチ」の二つの軸が提示された。「武力の行使」を前提にした政策的系
譜である「同盟深化アプローチ」と、「武器の使用」にとどまる政策群である「国際
貢献アプローチ」の二つの概念を適用した結果、冷戦後の日本の安全保障政策はその
いずれかに截然と区別され得ることが確認された。
第 2章では、日本が PSIへの参加を決定した経緯が検証された。PSIへの参加は、
この構想を提唱したブッシュ大統領との良好な関係に基づき、小泉首相個人の決断に
よって決定された可能性が高い。その意味で、この「決定期」は「官邸主導」による
政策過程ということができる。一方、外務省及び防衛庁・自衛隊などをの各省庁は政
治的合意に基づく参加決定を後から知らされており、日本政府として PSIの最終形態
及び PSI における日本の役割について十分な検討がなされたとは言い難いことが分
析されている。
そのため、第 3章の検証では、PSI形成の外交交渉を主導した外務省が、米国の意
志に反する形で、PSIから「武力の行使」の要素を排除し、これを「法執行の取組」
にとどめようとしたことが確認された。PSI の「形成期」では終始、「外務省優位」
の政策過程が認められた。この過程において、外務省を中心とする各省庁が最も重視
したのは既存法規との法的整合性、法的継続性の点であったとの指摘がなされている。
一方、第 4章では、自衛隊（制服組）が他国軍との「軍・軍関係」の深化を主要な
目的として、独自に PSIへの参加を模索し、その道を開いたことが確認された。制服
組が官邸や外務省らの意志に反する形でその意志を通す「逆転型現象」はこれ以前に
確認されたことはなく、本件は安全保障をめぐる政策過程の重要な変化の兆候を示す
可能性があることが指摘されている。ただし、「発展期」においても法的整合性、法
的継続性を破る試みは確認されていない。
第 5 章では、PSI における自衛隊の「軍事力（防衛力）」使用の実態について検
証がなされた。PSIが「法執行の取組」である限り、それは「武器の使用」に限定さ
3れた「国際貢献アプローチ」の政策となる。しかし、PSI活動の根拠法はいまだ曖昧
であり、PSI 特有の曖昧性と両義性から、「武力の使用」に転換あるいは接続する余
地を残している。事実、PSIにおいて自衛隊は、創設後初めて、警戒監視活動による
他国軍との情報協力や、多国間演習ともなり得る PSI合同阻止訓練への参加に成功し
た。PSIが先例となって自衛隊が多国間枠組での「同盟深化アプローチ」の安全保障
政策は進行しつつある。これもまた、本論文が指摘した重要な変化の兆候であると分
析されている。
結論として本論文が提示したのは、以下の諸点である。1) PSIをめぐる政策過程
では法的整合性、法的継続性、法的安定性が重視された。2) 「決定期」における「官
邸主導」、「形成期」における「外務省優位」という従来の概念が確認されたものの、
「発展期」においては「軍・軍関係」に依拠した制服組の強い発言力がみられたこと
は重要な変化の兆候を示唆する可能性がある。3) PSIは「国際貢献アプローチ」に分
類されるが、「同盟深化アプローチ」に転換あるいは接続する余地を残している。ま
た、PSIを契機に始まった戦闘訓練を含む多国間共同訓練など、多国間枠組での「武
力の行使」に至る可能性のある多国間安全保障協力という新しい政策軸が進化しつつ
ある。
３．口述試験での質疑応答
本論文審査委員会は、申請者から提出された学位請求論文を査読し、2015 年 11 月 16
日に 2 時間余にわたり口述試験を実施した。主たる論点および質疑応答は以下のとおりで
ある。
・ 現在、開示されている資料で、どの程度まで、政策過程といえるのかどうか。
外務省と防衛庁から現在入手可能な資料によって分析する限りにおいて、この二つ
組織による関与が論証された。
・ ARF との関連はどのようなものであったといえるのか
開示された文書では明確な関連性は確認できなかった。
・ PSIの発展過程において日本外交が役割を果たしたといえるのか。
この点については、他国の外交文書をより精査した上での検討が必要である。
・ 本論文で検証した事例は、日本に特有の事例として解釈されるのか。どこまでユ
ニークなものなのか。
平和憲法という制約下にあっての法的整合性という点からすれば日本に固有の事
例といえる。
・ 政策決定過程論にどのような含意があるのか。
政治主導ではなく官僚機構という現場主導での政策形成の事例である。
・ 法的整合性の議論がなされているが、「安全保障」にかかわる脅威などの議論はさ
れていたのか。
4安全保障にかかわる中核的な議論、核の拡散といった議論は文書のなかには読み
取れなかった。
修正については下記の点が具体的に提示された。
・より学問的な論点が明確になるように、序章と結論を書き直すべきである。
・論文の目的および PSIの定義を冒頭で明確に示すべきである。
・PSI の特殊性について、日本にとっての特殊性、他国との比較における特殊性、また国
際レジームとしての特殊性を明記したほうがよい。
・実証的に確認がとれていない、あるいはその証左が弱い部分があると思われるので、表
現を修正すべきである。
・形式面では、訳語の統一、誤字・脱字の修正、資料リストの修正が求められる。
・タイトルの変更が望ましい。
口述試験では、指摘や質問に関して適切に回答が示され、修正すべき点については、最
終提出までに適切に修正することとなった。審査委員会は修正意見に対する対応表ととも
に、上記以外の細部の表現等についても修正意見を提出し、いずれも修正が適切になされ
ていることを確認した。
４． 評価と審査結果
１．本論文において高く評価されるのは、未公刊政府資料の開示請求をおこない、外務
省および防衛庁ならびに他の省庁における一次史料を精査し、PSI にどのように日本の官
僚機構が対応していったかを詳細に描いていることである。この政策過程において、当初は
外務省主導であったものが、海上保安庁・海上自衛隊・防衛庁といったアクターが絡んでい
く中で、徐々に「制服組」の発言が強まっていったことを論証している。また、この政策過程
において、官僚機構がいかに「法的整合性」に重きをおいて議論を重ね、政策を描いてい
ったかが叙述されており、日本政府が「平和憲法」のもとで安全保障問題に取り組む際上で
の固有要因と特徴的プロセスが描き出されている。
２．安全保障問題に関する政策形成を史的アプローチによって探求する事例研究であり、
政策形成過程論への示唆を充分に提供するものとなっている。また、現在進行中の同時代
史的研究に取り組みながらも、慎重に学術的な手続きに則った分析を行っており、具体的
な政策課題への含意を充分に有している。
３．冷戦後の日本の安全保障史という枠組みにおいて、マクロの文脈として、「国際貢献
アプローチ」と「同盟強化アプローチ」という二つの方向性を指摘し、その文脈のなかに PSI
を位置づけたことも評価される。
４． 全体として、PSI という多国間枠組による取り組みについて、その発展の経緯と内容
について詳述されており、冷戦後に進展したこの新たな取り組みの実相理解につながり、今
後の PSIに関する研究の基礎となるものと評価できる。
口述試験の内容を踏まえ、論文に関して慎重かつ総合的に審査を行なった
結果、博士学位請求論文としての水準を十分満たしているものと判断し、これを
受理することに全委員が合意した。
5申請者名： 津山謙
博士論文審査委員会
主査 Chie f Examiner：
氏名 Name: 篠原初枝 ㊞ (S i g n at ur e )
所属 Aff i l ia t ion : 早稲田大学、大学院アジア太平洋研究科
職位 Tit le: 教授
学位 Degree: Ph.D. in History 取得大学 Conferred by：Univ. of Chicago
専門分野 Spec ial ty : 国際関係論
副査 Head Deputy Examiner :
氏名 Name: 波多野澄雄 ㊞ (S i g n at ur e )
所属 Aff i l ia t ion : 筑波大学
職位 Tit le: 名誉教授
学位 Degree: 法学博士 取得大学 Conferred by： 慶応義塾大学
専門分野 Spec ial ty : 日本政治外交史
副査 Deputy Examiner :
氏名 Name: 李 鍾元 ㊞ (S i g n at ur e )
所属 Aff i l ia t ion : 早稲田大学、大学院アジア太平洋研究科
職位 Tit le: 教授
学位 Degree: 法学博士 取得大学 Conferred by 東京大学
専門分野 Spec ial ty : 国際関係論
副査 Deputy Examiner :
氏名 Name: 植木(川勝)千可子 ㊞ (S i g n at ur e )
所属 Aff i l ia t ion : 早稲田大学、大学院アジア太平洋研究科
職位 Tit le: 教授
学位 Degree:Ph.D. in Political Science 取得大学 Conferred by：Massachusetts
Institute of Technology
専門分野 Spec ial ty : 国際関係論
２０１５年 １月 ２０ 日
